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２３区で初めて特別再雇用制度を創設 
早期勧奨退職の拡大により人件費を抑制 向こう１０年間の財政効果は２７億円 
 

 豊島区はこのたび、新たに「特別再雇用職員制度」を導入することを決め、１８日から希望する職

員の募集をはじめた。こうした制度の導入は、２３区で豊島区が初めてとなる。 

 この制度は、早期勧奨退職者の受け皿を整備することにより、退職者が長年培ってきた知識と経験

を活用しつつ、人件費の抑制を図ろうというもの。これまで新規職員の採用抑制を続けてきた豊島区

では、年々職員の高齢化が進んでおり、今回の制度には年齢構成の歪み是正して組織に活力を取り戻

そうという狙いもある。 

 さらに、平成１３年度から１６年度までの４年間で財政健全化と行政改革を成し遂げようとする区

では、昨年１０月に策定した「財政健全化計画」及び「新生としま改革プラン」の中で、４年間で２

５０人の職員定数削減と早期勧奨退職制度の拡大を計画しており、今回の募集はその具体化を図った

もの。 

 

 現在区では、定年退職者及び勧奨退職者（５０歳以上）を対象に４年間の再雇用制度を実施してい

る。これまでの制度では、５０歳の職員が勧奨退職した場合、再雇用期間はその後４年間だったが、

今回の制度を利用することにより、６０歳までは「特別再雇用」職員として、さらにその後は従来か

らの「再雇用」職員として４年間働くことができるようになる。 

 今回の制度は、平成１２年から１６年までの５年間について時限的に実施する。対象となる職員は、

平成１３年度末現在、勤続２０年以上で年齢５０歳以上５８歳未満の勧奨退職者。平成１４年度から

は、対象年齢をさらに４５歳まで引き下げる。募集人数も今年は５名だが、来年度以降は１５名まで

拡大する予定。 

 人事課の推計によると５０歳の行政系係長職（年収約９３０万円）が、１３年度末に５人、１４～

１７年度末に１５人について、この制度を適用した場合、向こう１０年間の財政効果は２７億円程度

になる見通し。 

 

 制度の詳細は、別紙のとおり 
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